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ロナノレド・コースの産業組織論

一一シカゴ学派との関係を手掛かりに一一
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1 .はじめに

ロナルド・コース（Ronald Harry Coase, 

1910-）は，主要論文の一つ「企業の本質」（1937)

がG.スティグラーに見出されll, 0.ウィリアム

ソン（Williamson1975）によって「取引費用の

経済学jの先駆的業績として評価されたことを

契機に著名となったノーベリスト（1991年受賞）

だが，彼はまた， A.ディレクターと共に務めた

Journal of Law and Economics (1959-）の

編集長（1964-82）として，シカゴの産業組織論

と「法と経済学」の発展に重要な影響を与えて

きた（Kitch1983）.「強固な自由主義思想を打

ち立て，それまでの素朴な企業理論に革新をも

1 ）「企業の本質」の発表当時， L.ロビンズやF.ハイエク
といったL.S.E.の先達や同僚は，この論文にほとんど
関心を示さなかった，とコースは証言している（Coase
[1988] 1990b, c）.ょうやく関心が集まり始めたのは，

発表から四半世紀も過ぎた噴であり，発端はスティグ
ラーと K.ボーlレディングが編集した Readingsin 
Price Theory (1952）にこの論文が収録されたことに
ある，というのである．
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たらしただけでなく，新古典派価格理論の厳格

な教育とその積極的応用というシカゴ学派の伝

統」（小林 2000,27）に新たな息吹をもたらし，

開拓すべき研究領域と研究上の留意点を示唆す

る重要な役割を担ったのである．

ところが，コースがシカゴ学派に重要な影響

を与えたという主張は，これまで必ずしも明確

な形で展開されてはいない．たとえば，佐々木

(1997, 22）の「シカゴ学派の系統図Jでは，コー

スは「1970-80年代前半におけるシカゴ学派の発

展期Jの一翼を担った「法と制度の経済分析」

の一角を占めているにすぎないのである．シカ

ゴ学派がアメリカの産業政策に与えた影響を要

約した同論文の以下の文章は，これまでコース

に付与されてきた位置づけを象徴的に表現して

いる．

シカゴ大学の故G.スティグラー（経済学者）

とR.ポズナー（法学者・判事）に代表され

るシカゴ学派の伝統的な新古典派価格理論

アプローチの影響はきわめて大きし…・・

産業組織論の分野では，……ハーバード学

派の反トラスト政策に対する批判としてあ

らわれ，法学の分野では，法律や司法制度

の中心的問題に対して体系的に新古典派経

済学の資源配分と価格決定の理論を適用す

る試み（R.コースの「社会的費用の問題」

1960年を端緒とする新しい「法と経済学」

の登場）としてあらわれ，そして現実の政

策・法施行の場では，米レーガン・ブッ

シュ共和党政権期における司法省反トラス
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ト局による経済効率重視の法的運用や最高

裁判所の判例における当然違法の原則の見

直しとしてあらわれ，アメリカの社会と学

界に定着することになった. (Ibid., 7) 

このように，コースがアメリカの学界や社会に

与えた影響は，もっぱら「補足事項」として扱

われてきたにすぎない．

多くの研究者が彼の貢献について語り，論文

を引用してきたことは事実だが汽具体的な貢

献の中身は明らかにされていない．だから，あ

たかもシカゴ学派がコースに重要な影響を及ぼ

したかのような印象が生まれ，それを補強する

主張が研究者によってなされたとしても驚くに

値しない3）.コースはかつて，（F.ナイトの著作

を除けば）シカゴ学派から影響は受けていない

と明言したが（Kitch1983, 212-15），この発言

が重く受け止められていないように思われるの

である．

さらに，コースが「コースの定理」の定式化

には全く関知していないばかりか，その修正や

新たな定式化への関与も頑なに拒絶しつづけた

事実があるにもかかわらず（Cooter 1982, 1; 

1987, 457），「コースの定理」が彼の理論的貢献

として「誤解jされてきたという驚くべき経緯

もある．「誤解された天才」（根井［1992]1995, 

157-58）は，この事態に対する困惑を次のよう

2）たとえば， Kitch(1983）を参照．これは，「法と経
済学」の生成・発展にコースとディレクターが与えた

影響をめぐって，スティグラーやM.フリードマンらが
議論した際の議事録である．また， M.プローグによれ
ば，「フリードマンとロナルド・コースの二人が，経済

学者による引用文献リストのトップ」であるという

(Snowdon and Vane 1999，訳305).
3）たとえば， RonaldH. Coase (1994）の執筆者であ
り， TheLegaの1 of Ronald Coase in Economic 
Analysis (1995）の編者でもあるS.メデマですら，ス
ティグラーの「情報の経済学」（1961）がコースに影響
を与えたかのような主張を展開しているが（Medema
1996, 380-81), （本稿で明らかにするように）実際には
コースがスティグラーに影響を与えたのである（Stig-
ler 1988). 

に表現している．

取引費用がゼロの世界は，しばしば，コー

ス的世界と言い表されてきた．まことに真

理ほど遠くにあるものはないというべき

か．この世界とは，現代経済理論の世界で

あり，私としては，そこから離れるように

説得したいと望んでいた世界なのである．

……私の論点は，こうした世界では資源配

分が法的状況に制約されたりしないだろ

う，ということであって，この結果に対し

てスティグラーは『コースの定理』という

名を与えたのである. (Coase [1988] 1990 

b, 174：訳197-98)

以上の発言から明らかなように，「コースの定

理」それ自体を，コ一スの理論的貢献とみなす

べきではないし4），何よりコ一ス自身がそう望

んでいないようにみえる司

本稿の目的は，このように不明確なコースの

貢献の中身や彼の思想的立場を，シカゴ学派と

の関係を手掛かりに明らかにすることにある．

彼の産業組織研究の一部でしかなかった議論が

「コースの定理」へと変容されていった経緯と，

その過程で生じたシカゴ学派との見解の一致や

ズレを明らかにすることによって，コースが現

4）「コースの定理」を定式化した人物はスティグラー
であるというのが，コース本人も含め，研究者の一致
した見解のようである（Coase[1988] 1990b, 157：訳
179; Cheung 1987, 456; Medema 1995, xvii). 
5）コースは，「コースの定理」をめぐる評価や批判に関

して，次のようにも語っている．「コースの定理が適用

される取引費用ゼロの世界は，現代の経済分析の世界

である．それゆえ経済学者は，現実の世界からかけ離

れたものであるにもかかわらず，それが提起する理論

的な問題を取り扱うことに違和感をもつことなく満

足しているのである．また，多くの批評が私の議論に
批判的であったことも，十分に理解できる．というの

は，もし私が正しければ，今日の経済分析は，それが

答えるべき多くの諸問題を取り扱うことができない

でいるからである．このように憂欝な結論は，とうて

い歓迎されるものではない．私の分析が出会った抵抗

は，それゆえ極めて自然なものといわねばならない.J 
(Coase [1988] 1990a, 13-15：訳15-17)
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代経済学や政策思想に与えた影響を確定した

い．シカゴ学派の思想的コアが，「政府は有能で

あるという前提の下で市場に積極的に介入する

ことによって生じる政府の失敗の方がもっと重

大な問題であると考えられているJ（佐々 木

1997, 22）点にあるとすれば，これを基礎づける

理論的根拠をいち早く提示した重要人物こそ

コースである，ということを明らかにしようと

いうわけである．

結果的に，新旧シカゴ学派のミッシング・リ

ンクとしてのコースの存在が掘り起こされ，シ

カゴ学派の内実が浮き彫りにされるから， 1960

年代初頭以降「シカゴ学派」の存在が経済学の

分野で脚光を浴びることになった理由も明確に

なるべさらに，「ハーバード学派対シカゴ学派」

あるいは「ケインジアン対マネタリスト」といっ

た問題設定が「過去のものJになりつつある今

日でもなお，シカゴ学派の経済思想が有する独

自の意義と限界を，正確に理解するための視座

も確保できることになるだろう．

2. ロナルド・コースの経済思想

「価格システム」が円滑に機能していると仮定

する市場価格理論では，生産活動をとりまく「制

度的構造」が資源配分に与える影響を分析でき

ない．「取引費用ゼロ」が暗黙に想定されてきた

事実とその含意を正確に理解してはじめて，「産

業組織」が「市場・企業・政府」といった「制

度機構」から構成されている理由を把握できる

し，「制定法jに基づく行政介入が，かえって公

6）もともと「シカゴ学派」という呼称は，政治学や社

会学におけるシカゴの研究者グループに対して用い
られ，著名になったものであるという（猪木 1995,
176）.とはいえシカゴ大学の経済学部が，学部長J.ラプ
リンをめぐるイメージ等によって，設立当初から学界
で特異な位置を占めていたことも確かなようである
(Coats 1963). 

益を損なう可能性を苧んでいる事実を直視でき

る．さらに，制度構造に問題が生じた場合には

「裁判所の法解釈や判決Jが資源配分に重大な

影響を与える現実を理論的に捉えられるように

もなる．

本節では，コースが主著『企業・市場・法J

(1990) 7）で詳しく展開した以上の議論を，以下

のように再構成する．まず，この議論が初めて

体系的に展開された論文「社会的費用の問題J

(1960）の内在的位置づけと学史的位置づけを

明確にする（第1項・第2項）．次に，市場価格

理論への批判的見解を提示しようとした内容

が，スティグラーによって「コースの定理」へ

と変容され，誤解を招いてしまったコースの議

論そのものを検討したうえで（第3項），本来「法

的存在Jである「市場・企業・政府・裁判所」

がもっ経済的存在意義を明らかにする（第 4

項）．最後に，「社会的費用の問題」の本題であ

る主流派厚生経済学批判を，すなわち「社会的

費用」概念に基づく「課税・補助金アプローチJ

に対してコースが展開した批判とその合意を明

確にし，シカゴ派「産業組織論」と「法と経済

学」の起源を確認する（第5項）．

(1）産業構造の制度分析

コースの問題関心は一体どこにあったのか．

まずこのことを明らかにしておく．彼にまつわ

る「誤解」を解くために極めて重要だからであ

る．

コースの研究テーマを一言でいえば，それは

「『生産活動の制度的構造J分析を可能にする経

7）本稿では，原典として， TheFirm, the Market, and 
the Law Paper back edition (Chicago: University 
of Chicago Press, 1990）を使用し，頁数を付記する．
宮沢健一・後藤晃・藤垣芳文訳『企業・市場・法』（東
洋経済新報社， 1992）の頁数も併記しているが，この訳
文に従っていない場合もある．
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済理論の構築」である8）.多種多様な生産活動と

それを取り巻く多種多様な生産組織を制約し，

同時に，生産活動や生産組織の相互作用によっ

て生まれ，改変・淘汰されていく「制度的構造」

の分析を通じて，経済システムに対する理解を

深めるだけでなく，この作業を可能にする理論

を構築する．これこそコースが徹頭徹尾追求し

てきたテーマであった．

問題意識の一端は， NBER50周年記念論文集

にコースが寄稿した論文「産業組織論一一研究

についての提案」（1972）で，次のように表明さ

れている．

不思議なことに，今日の経済学では，産業

の組織をめぐる様々な問題が議論されなく

なっている．われわれは皆，産業の組織が

何を意味するものであるかは知っている．

それは，経済システムのなかで営まれる諸

活動が，各企業の間に分割されるその仕方

を示している．……とはいうものの，その

研究範囲について，これはあまりにも狭い

見方であるとほぽ確実にいえるだろう．企

業は，経済活動を営む唯一の組織ではない．

（企業の特殊な形態とみなしうる）様々な

種類の団体や非営利組織は別にしても，経

済活動を営む数多くの政府機関が存在して

おり，そのうちの多くはすこぶる重要なも

のである．政府の経済活動一一一たとえば警

察による保護，ゴミの収集，公益事業サー

ビスの供給，教育，病院といったもの

一一ーは，その全てとはいわないまでもほと

んどが，企業（あるいは他の類似の組織）

8）「生産活動の制度的構造（theinstitutional struc-
ture of production）を決定する要因について分析を
可能にする理論を構築することが，私の夢である」
(Coase [1988] 1993c, 73）と語ったこともあるコー
スは，この「生産活動の制度的構造」というテーマを，
1991年ノーベル賞受賞講演のタイトルにしている
(Coase [1991] 1993a). 

によってもまた供給されている．産業組織

の研究課題の一部として，政府機関によっ

てなされる経済活動を解明すること，そう

してまた，なぜこれらの経済活動の遂行が

現在あるような形で私的組織と政府とに分

割されているかを説明することも，確かに

含まれるのである. (Coase [1972] 1990, 

58-59：訳66-67)

スティグラーの『産業組織論』（1968）が既に公

刊されていた1972年当時，望ましい産業組織研

究は行われていない，とコースが断言していた

事実に注意を喚起しておきたい．彼は，企業と

政府を同様のプレイヤーと見なし，これら多種

多様な管理機構の間で多種多様な生産活動が分

担される仕方を解明するなど，産業組織に対す

る理解を深めるうえで不可欠な研究が，当時ま

だ全く遂行されていない，と判断していたので

あるへ

もともと，コースには，現在主流の経済理論

ではこのような産業組織研究を遂行すること自

体が不可能だ，という問題意識があった．「取引

費用」の存在が無視され，事実上「分業による

利益だけが無償で手に入る」と前提されてきた

だけでなく，「所得や富の分配Jをめぐる「合意

形成」にかかる費用も全く考慮されてこなかっ

た理論的事実を直視しないかぎり，「企業の本

9）コースはまた，産業組織論を応用価格理論の一分野
とみなす点では，スティグラーもハーバード学派のJ.
ベインやR.ケイプズも大差はないとして批判的態度
をとっている．対照的に， w.ソープ『産業活動の統合』
(1924), D.ロパートソン『産業の統制』（1928),E.ロ
ビンソン『競争的産業の構造.］ (1931), A.マーシャノレ
『産業と交易』（1919）といった研究を挙げ，これらは
方法や分析対象こそ異なるが，現実の産業組織に関し
て深い洞察をもたらす点では一致する研究だとして
参照を促している (Ibid.,59-61：訳67-69）.さらに付
言しておくと，マーシャルを尊敬するコースは，彼の

伝記の執筆を計画し，資料収集も行ったが，途中で断
念している．彼のEssayson Economics and Econo-
mists (1994）に収録されているマーシャルに関する論
考は，その研究成果の一部である．
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質」を正確に理解することもできなければ，市

場・企業・政府といった制度機構からなる社会

構造として現実の産業組織を捉えることもでき

ない．そればかりか，社会厚生の向上を期して

いるはずの政府介入が一部の人々に過大な負担

や犠牲を強いる危険性を苧んでいて，この制度

聞の構造問題が生じた際には，裁判所の判決が

産業組織のあり方に重大な影響を与える現実な

じ現代の福祉国家社会を理論的に捉えること

もできない，というのである川．

以上の問題意識に基づいた「産業構造の制度

分析」が初めて体系的に試みられた論文が「社

会的費用の問題Jであった．コース自身このこ

とを幾度か指摘しているが（Coase[1988] 1990 

a, b），管見の限りでは円どの研究もコースの

真意を汲み取ろうとしていないように思われ

る．このことは，「所有権アプローチ」（Alchain

1965; Demsetz 1967）や「取引費用の経済学J

(Williamson 1975），「法の経済分析」（Posner

1981; Cooter 1985）や「新制度派経済学」（North

1990; Eggertsson 1990）等々，コースを創始者

10）コースは「企業の本質」（1937）の官頭で次のように
述べていた．「経済理論はこれまで，その仮定を明確に
し損なったことによって難を受けてきた．理論を構築
しようとする経済学者は，その理論が組み立てられて

いる土台の検討をしばしば怠ってきたのである．しか
し，仮定を検討することは，基本的なことである．そ

れはたんに，理論の基盤となっている仮定についての
知識が欠けていることから生ずる誤解や無用な論争
を避けるために重要であるばかりでなしさらに，互

いに競い合う一連の仮定のなかから正しいものを選
択する判断が，経済学にとってことのほか重要である
からでもあるJ(Coase [1937] 1990, 33：訳39）.コース
は，誤解に基づく不毛な論争さけるために，（ナイトが

明示した「完全知識jの前提よりも）直感的・経験的
に把握しやすいものとして「取引費用ゼロjの前提を
提示したように思われる．
11）本文中で引用したり，参照を求めたもの以外にも参

考にした文献が多数存在する．邦語文献に限って一部
を紹介しておくと，宮津（1988），落合（1992），伊藤

(1995），吉村（1996），依田（1997），磯谷・植村・海

老塚（1998），赤津・関谷・太田・高橋（1998），古河
(2001）等がある．

として戴く多様なアプローチが存在していなが

ら，その実コース固有の問題意識や社会観が後

景に退けられてきた現実にも窺える．コース自

身が主要三論文と位置づけ，「本質的には同じ見

解をその内に含んでいる」（Coase[1988] 1990 

a, 1：訳3）と語った，「企業の本質」，「限界費

用論争J(1946），「社会的費用の問題」の根底を

貫く思想が，未だ明確に把握されていないので

ある．

結果的に，彼の現代経済学に対する貢献は，

主として企業組織研究・公益事業研究・外部性

研究であると整理されてきたためにf.

Medema 1995），ますます誤解されたコース像

を定着させてきたように思われる．事実はむし

ろ逆であって，コース本人は「外部性」概念の

弊害を力説し，次のように，その存在意義すら

認めなかったからである．

一般的な見方に私が与していると思われる

ことを避けるため，私は「社会的費用の問

題」のなかで「外部性」という言葉をけっ

して用いなかった．代わりに，意思決定者

がそれを考慮に入れているか否かを特定せ

ずに「有害な影響j(harmful effects）とい

う言葉を用いた．実際その論文のねらいの

なかの一つは，以下のことを示すにあった．

すなわち，このような「有害な影響」は他

の生産要素と同様に取り扱えること，それ

らを除去するほうが望ましい場合もそうで

ない場合もあること，正しい帰結を得るた

めに分析のなかで「外部性」といった概念

を用いる必要はないこと，である．とはい

え私は，私の議論を支配的なアプローチに

することに失敗したようである．というの

は「社会的費用の問題」は私の見解に同情

的な人からでさえ，しばしば「外部性」の

研究であるとみなされることがあるからで
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ある.(Coase [1988] 1990a, 27：訳28-29)

「社会的費用の問題」の背後には「外部性概念

批判jというもう一つの「ねらいjがあった，

と明かしたうえで，この論文が「外部性」の研

究だと誤解されてきたことから判断して，自ら

のアプローチを普及させることには失敗したよ

うだ，とコースが回想しているのである12)•この

ことを念頭におきながら，「社会的費用の問題」

の検討を始めよう．

(2) シカゴ学派との遜遁

「社会的費用の問題」の主な目的は， A.ピグー

における事実誤認を批判し，「ピグー的伝統」の

中核をなす「課税・補助金アプローチjの弱点、

を明らかにすることにあったのだが，この批判

がもっ合意を正確に理解するためには，遠回り

ではあるが，いくつかのポイントを確認してお

く必要がある．もちろん，議論の出発点となる

コースの問題意識は，次のようにきわめて単純

明解で、ある．

伝統的なアプローチでは，たとえば経済主体

AがBに対して損害を与えている状況がとりあ

げられ， Aの行動をいかにして抑制するべきか

を決定しなければならないと考えられてきた．

しかし，この捉え方では不十分である．もしB

に対する損害が抑えられるならば，今度は当然

Aが損害を受けているはずだから．したがって

決定されるべき真の論点は， Bに対して損害を

与えることをAは許されてよいか，それともA

に対して損害を与えることをBは許されてよい

か，ということになる．結局，経済学者が考慮、

すべきは，損害を最小限にくい止めるにはどう

12）論文執筆当時ヴァージニア大学でコースと同僚
だったJ.プキャナンも，コースは外部性概念に対して
極めて批判的であった，と述べている（Buchanan
1984, 11, fn.6). 

すればよいか，あるいは同じことを別の言い方

で表現すれば，生産物の価値を最大化するには

どうすればよいか，という問題として捉え直す

ことができる．先の例を使って説明すると，あ

るべき解決策を得るためには， Aによって追加

的に獲得される生産物価値から，そのためにB

が被った生産物価値の低下分を引いた総額と，

Aの活動を抑制することによってB が獲得す

る利益から，それによってAが被る損害額を引

いた総額とを比較秤量して判断する必要があ

る，ということになる．（以上， Coase[1960] 

1990, 96：訳112)

この「生産物価値最大化アプローチ」を適用

するにためは，まず，加害者の側に損害責任を

負う義務があるのか・ないのか，を知る必要が

ある．経済主体の有する権利や法的義務，それ

らめぐる裁判所の判断といった「法的状況

legal position」次第では，所得や富の移転ある

いは資源配分の変化が生じうるばかりか，そも

そも権利・義務の境界が画定しない限り，比較

秤量の対象となる経済行為そのものが違法であ

るということもありうるからである．

他方，経済学者が取り組むべき固有の課題は，

いかに「生産物価値の最大化jを達成するのか

という問題にすぎない．したがって，法と経済

の問題は，「理論的には」峻別可能である．コー

スは，法と経済それぞれに固有の問題とその関

連性を明らかにするため，次のような例を用い

て説明する．

新たに発見された洞穴は誰に属すか，これ

を発見した者か，洞穴の入り口が位置する

土地の持ち主か，洞穴の上の地表を保持す

る者か，その帰属は，疑うまでもなく，財

産法に依存する問題である．ところが，こ

の法律は，単に，洞穴を利用するときに約

定を取り結ぶ、必要のある人物を特定するだ
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けである．洞穴の使い途として，銀行の取

引書類をしまっておくためか，天然ガスの

貯蔵庫としてか，それとも，マッシュルー

ムを育てるためか，これらのどれに利用す

るかは，財産法がこれを決定するのではな

い．それを決定するのは，銀行，天然ガス

会社，およびマッシュルーム生産者のうち

の誰が，洞穴の利用のために最も多額の支

払いをする用意があるか，なのである．

(Coase 1959, 25) 

洞穴という競合する生産手段の「所有権」が誰

に属するのかという決定は「法」の問題であり，

洞穴をどのように用いるのかという「活用方法」

の決定は「経済」の問題である，とコースはい

う．ある特定の生産手段が誰のものであろうと

関係なしその「活用方法＝資源配分の仕方」

は経済の論理で決まる，というのである．

このようにコースは，法と経済の問題を画然

と区別したうえで，「価格システム」に備わる固

有の役割から考察しようとするのだが，その考

察の検討に入る前に，ここであらかじめ補足し

ておなければならないことがある．

それは，「洞穴の帰属と利用」をめぐる上述の

例が展開されていたのは「社会的費用の問題」

ではなく，その 1年前に発表されていた論文「連

邦通信委員会」（1959）だという事実であり，コー

スがこの論文を journalof Law and Eco-

nomicsに投稿したことが機縁となって，シカ

ゴ学派との緊密な関係が始まったという経緯で

ある．当時単独で編集長を務めていたディレク

ターはこの論文を第2巻の巻頭に掲載したが，

舞台裏では，コースのピグー批判をめぐって重

要な議論が戦わされていたという．ディレク

ターやスティグラー，フリードマンといったメ

ンバーからなり，ピグー擁護の立場からコース

の誤りを正そうと待ちかまえていたシカゴ・グ

J レープが，逆にコースによって論破されてしま

う事態が展開していたというのである（Cheung

1987; Stigler 1988）.まさにこの出来事がきっ

かけとなって，コースは「社会的費用の問題」

を執筆したのである13> (Kitch 1983; Coase 

1993b). 

そうである限り，以下で再構成するコースの

議論は，シカゴの研究者を説得し，ピグー擁護

の立場から離れるよう促したとされる議論と基

本的には等しいとみなしでもよいだろう．注意

すべき点は，コースにとっては，主流派厚生経

済学批判を展開するための「予備的考察」でし

かなく，同時に市場価格理論への批判的見解を

明らかにしたにすぎなかった議論が，後にス

ティグラーによって定式化される「コースの定

理」（Stigler1966, 113）の原型だという事実で

ある．重要なポイントであるから，項を改めて

詳しく検討しよう．

(3）取引費用ゼロの世界

穀物生産農家が，隣接する牧場の「迷い牛」

に小麦を踏み荒らされ，損害を被っていると想

定しよう．牧場主に責任があるとされる場合に

は，牧場主は損害を完全に除去する措置を講じ

ることが有利であると判断するだろう 1ぺまた

牧場主に責任が問われない場合には，農家がこ

れと同様の効果をもっ行動をとるはずである．

仮定として，損害を除去するための費用が，牧

場主にとっては80ドル，農家にとっては50ドル

としよう．以上の仮定の下で牧場主に責任が関

われないとするなら，農家が50ドルを負担し，

13）コースの議論に最初最も声高に反対していたR.
ケッセノレ（Kessel)が，後に次のように語るまでになっ
たという後日談もある．いわく「われわれが，コース

に匹敵するほど経済システムの運行に対する洞察力

を備えた経済学者を探そうとすれば，アダム・スミス

にまでさかのぽらなければならないだろう.J 
(Cheung 1987, 456) 
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損害を除去する措置を講じることになる．他方，

「迷い牛」が生む穀物損害の責任が牧場主にあ

るとしたら，牧場主が80ドルの費用をかけ，損

害を除去するのに必要なことを行うはずであ

る．こうして生産物の総価値，すなわち穀物と

牛肉の生産からそれぞれ得られる純収益の総額

は，牧場主に責任がないときの方が30ドル（80

ドルマイナス50ドル）だけ大きくなる．

むろん，有害な影響を生み出す人々に被害者

を補償する責任を負わせるべきではない，と提

起しているわけではない．もし最初に仮定した

損害除去の費用を，牧場主と農家とで入れ替え

るなら，迷い牛の引き起こす損害の責任が牧場

主にあるときの方が生産物の価値は大きくなる

から．要するに，この例が示しているのは，牧

場主に責任が問われるか否かという「法」の問

題が，「生産物価値の最大化」という「経済」の

問題に重要な影響を及ぼす，ということにすぎ

ない．

ところが，経済理論において暗黙に想定され

てきたように，価格システムが円滑に機能して

いるとすれば，牧場主と農家のいずれに責任が

課されていようと，必ず最も効率的な資源配分

が達成され，生産物価値が最大化されるはずだ、，

とコースは指摘する．「取引費用ゼロ」を暗黙に

前提してきた経済理論の世界では，加害者と被

害者のどちらに責任を課そうと全く同ーの効率

的な資源配分が実現される，という奇妙な帰結

が導かれるはずだ、というのである．

コースの主張の合意を正確に理解するため

14）もちろん，損害防止にかかる費用が膨大で，この土
地での牧畜業を放棄した方が有利であるといった事
例などは，この場合除外している．コース本人は，限
界的なケースを議論するため細かな数値例を挙げる
など，厳密な議論を展開しているのだが（Coase
[1960] 1990, 97 104：訳113-120），ここでは論旨のみ
を明示するため，かなり単純化した議論を行ってい

る．

に，「取引費用」概念の意味内容から明らかにし

よう．コースは次のように説明する．

市場取引を実行するためには，次のことが

必要となる．つまり，交渉をしようとする

相手が誰であるかを見つけだすこと，交渉

したいこと，およびどのような条件で取引

しようとしているのかを人々に伝えるこ

と，成約にいたるまでにさまざまな駆け引

きを行うこと，契約を結ぶこと，契約の条

項が守られているかを確かめるための点検

を行うこと，等々の事柄が必要となるので

ある．こうした作業はしばしば膨大な費用

を必要とする．その費用があまりにも高い

ため，価格システムがコストなしで機能す

る世界では実行されるはずの取引を，実行

不可能にしてしまうほどになることも稀で

はない.(Coase [1960] 1990, 114：訳131)

「取引費用」とは，「探索と情報の費用，交渉と

意思決定の費用，監視と強制の費用」であり 15),

「その費用があまりにも高いため，価格システ

ムがコストなしで機能する世界では実行される

はずの取引を，実行不可能にしてしまうほどに

なることも稀ではないjという意味で，経済活

動に決定的な影響をおよぽしうる費用のことな

のである．

では本当に，価格システムが円滑に機能すれ

ば，「法的状況」に関わりなく生産物価値が最大

化されるのだろうか．コースの問題意識を反映

15）この「探索と情報の費用，交渉と意思決定の費用，
監視と強制の費用」という定義を与えたのはC.ダール
マン（Dahlman[1979] 1995 350）だが，コースも取
引費用の中身を簡潔かつ明確に表現したものとして
彼の定義を紹介している（Coase[1988] 1990a, 6：訳
9）.コースはまた，かつて「企業の本質」で「価格メ
カニズムを利用するための費用j，「公開市場で交換と

いう手段で取引を実行するための費用J，「市場利用の
費用（marketingcost) Jなど様々に表現してきた概念
と全く同じ考え方を表すために，「社会的費用の問題」
では「市場取引の費用（costof market transactions) J 
という語句を用いたと述べている（Ibid.,6：訳8).
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するよう言い換えれば，「取引費用ゼ、ロJの前提

が暗黙におかれてきた従来の経済理論では，加

害者と被害者の責任関係の変化が資源配分に与

える重大な影響が分析できないというのは本当

か，という疑問である．

まず先の例を援用し，損害を除去するための

費用が牧場主にとっては80ドル，農家にとって

は50ドルと仮定して，牧場主に責任がある場合

を考えよう．このとき牧場主は，自分で80ドル

の費用をかけるよりも，農家に50ドルを支払っ

て損害防止措置をとってもらうだろう．なぜな

ら牧場主は，この農家に関する情報を無費用で

知りえ，なおかつ，交渉したり，合意内容の遂

行を監視・強制したりする費用もかからない（と

想定されている）から．他方，農家にも， 50ド

ルを受け取って損害を回避できるという最善の

選択肢が，無費用で提供される．こうして，こ

の事例では（牧場主が負担する） 50ドルという

最小費用で損害が防止され，従来どおり生産さ

れる穀物と牛肉から得られる収益の総額も最大

化される資源配分に落ち着く．

次に仮定を変更して，損害を除去するための

費用が，牧場主にとっては50ドル，農家にとっ

ては80ドルとし，牧場主に責任がない（つまり

事実上農家に責任があるとされる）場合を考え

てみる．この場合は，費用負担者が逆転し，所

得移転がおこるだけで，資源配分あるいは産出

される生産物の構成は変わらない．農家は，牧

場主の側で損害防止の措置をとってもらった方

が安上がりだから，牧場主に対して50ドルを支

払う意思があることを伝え，交渉し，合意内容

の遂行を監視・強制する．他方牧場主にとって

も， 50ドルを受け取って妨害行為を未然に防止

するという最善の選択肢が提供される．こうし

てこの事例でも，（農家が負担する）50ドルとい

う最小費用で損害が防止され，生産物価値も最

大化されるという資源配分に落ち着く 16).（以上

Coase [1960] 1990, 97-104：訳113-120;[1988] 

1990b, 176-77：訳199-200)

以上の議論こそ，スティグラーが「コースの

定理」として定式化し，様々な議論を呼んだ命

題の原型だが17），コースの議論のなかでとりわ

け特徴的なのは，彼が「有害な影響」の「相互

的性質」と「価格システム」の「美点Jとを結

びつけて考えている点である．この独特の視点

を，本人は次のように要約する．

もしわれわれが問題を因果関係として捉え

るべきなら，その場合には，当事者の双方

が，ともに損害の原因となっているのであ

る．最適な資源配分の達成のためには，し

たがって，当事者の双方が，各自の行動の

方向を決定する際に，有害な影響（妨害行

為）を考慮、に入れるべきことが望ましいこ

とになる．有害な影響による生産物価値の

低下が，当事者の双方によって費用になる

16）コースは，「コースの定理」の起源をめぐる遠い記憶
をたどり，次のように回想する．「エッジワースは，暗

黙の前提として，費用のかからない，『契約』と『再契

約』が存在することを仮定していた．私は時に想うこ

とがあるのだが， 50年以上も前に読んだ『数理心理学J
のなかの議論に関するぼんやりとした記憶に半ば導

かれ，今日『コースの定理』と呼ばれるようになった

命題を明確化するにいたったのかとも考える．」
(Coase [1988] 1990b, 160：訳182)

17）「コースの定理」の修正や新たな定式化をめぐって
噴出した様々な議論と，その際問題になった理論的

テーマについては， Zerb(1980）にまとめられている．

その議論をへてえられた「コースの定理」の成立条件
と帰結を， Hoffmanand Matthew(1986, 149）に倣っ

てまとめれば，次のようになる．①利潤の最大化を図

る生産者と期待効用を最大化する消費者からなる，②

複数の経済主体が交渉を行っていて，③各々交渉相手

の（凸の）効用関数および利潤関数について完全な知

識をもち，④全く費用をかけることなく，⑤競争市場

と，⑥裁判システムを利用しており，また⑦所得効果

や資産効果も全くないものとして，⑧各主体が互いに

有利な契約をとりつけることができると前提すれば，

責任ルールが変化しても，それが各主体の生産と消費

をめぐる意思決定に影響をおよぽすことはなしした

がってルールを改定する前と後で，全く同一の効率的

な資源配分が実現される，以上である．
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こと……，まさにこの点に，円滑に機能す

る価格システムが有する美点の一つがあ

る. (Ibid., 112：訳128)

コースは，「損害の最小化＝生産物価値の最大

化」をめざす，関係者双方のインセンティブを

合致させるメカニズ、ムとして「価格メカニズム，

すなわち今日の用語法では市場」 18> (Coase 

[1988] 1993b, 55）を捉えているのである．

(4）市場・企業・政府・裁判所の経済的存在意

義

取引費用がゼロでない現実世界では，価格シ

ステムを通じた望ましい資源配分が実現しない

事態が生じる．

先の例を援用し，損害を除去するための費用

が農家にとっては50ドル，牧場主にとっては80

ドルと仮定して，牧場主に責任がある場合を考

えよう．先の例では，結局，牧場主が負担する

50ドルという最小費用で損害が防止され，穀物

と牛肉の生産から得られる収益の総額も最大化

されるという資源配分に落ち着く，はずであっ

た．

だが実際には，棺互に「有害な影響」を与え

うる牧場主と農家の一連の生産活動には「探索

18）この発言から窺えるように，コース自身は，「分権的
な経済主体が自由な取引を行っている抽象的な価格

メカニズムそのものを市場と呼ぶ考え方とは明らか

に異なるJ（松野 1997,77)独特の見方をとる．じつは，
市場価格理論では，消費者と生産者，あるいは消費者

同士や生産者同士のインセンティプを合致させるメ

カニズムとして市場を捉えるのは難しい．それが描く

のは，消費者も生産者も，彼らが全く影響を及ぽしえ

ないとされる市場で決定された価格を無償で教えら

れ，これを参考にして，消費者は自らの選好と予算だ

け，生産者は生産技術や費用関数だけに制約されなが

ら，全くバラバラに意思決定を行う世界にすぎないか

らである（荒川 1999;2001）.だからコースは，市場価
格理論が「取引費用ゼロ」という暗黙の前提をおいて

いるとみなす．「分業による利益だけが無償で手に入

り，利益の分配をめぐる合意形成にも全く費用はかか

らない」と前提されている，と解釈するのである
(Coase [1988] 1990a, b). 

と情報の費用，交渉と意思決定の費用，監視と

強制の費用」も含まれるはずである．したがっ

て，この「取引費用」が30ドルを超えないなら

ば，取引費用プラス50ドルを要する農家側の損

害防止措置がとられ，もし取引費用が30ドルを

超えるならば，牧場主が80ドルの損害防止措置

をとることになる．

責任・義務の所在といった「法的状況」も資

源配分に重大な影響を与えうる．この事実は，

損害防止にかかる費用はそのまま（農家50ドル，

牧場主80ドル）で，牧場主に責任がない（つま

り事実上農家に責任があるとされる）場合には

どうなるかを考えれば明瞭になる．この場合，

交渉するまでもなく50ドルという最小費用で損

害が除去され，交渉などに要する取引費用を全

くかけることなく，生産物価値が最大化される．

資源配分の最終的な結果＝実現される生産物価

値の総額が，法的状況によって左右されるので

ある．

要するに，どのような場合に「生産物価値の

最大化」が達成されるかという問題は，「取引費

用の内容（経済的要因）」と「法的状況（法的要

因）」に依存する，ということである．コースは

いう．

ひとたび市場取引を実行する費用が考慮さ

れる場合には，・…ー当初における法的権利

の境界画定のあり方は，経済システム作動

の効率性に対して，確かに影響を与える．

なかには，ある特定の権利の再配置によっ

て，他のどのような再配置よりも大きな価

値が生み出される，ということがあるかも

しれない．しかしこの場合でも，その権利

の再配置が法体系として確立されたもので

ないときには，費用の問題が関わってくる．

つまり，市場を介して権利を変更したり，

組み合わせたりして同じ結果を達成すると
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きには費用が大きくっきすぎて，そのため

に，この最適な権利の再配置，および，そ

れが生み出すはずの多額の生産物の価値

は，けっして実現されないことになるかも

しれない. (Ibid., 115：訳131-32)

契約調整に多額の「取引費用」を要するため放

棄を余儀なくされていた「権利の再配置Jも，

「法的状況」次第では取引費用が低下し，実現

される場合がある．逆に，「取引費用」はほとん

どかからないが，法的な問題から「権利の再配

置」が実現できないこともある．

いずれにせよ，責任ルール等をめぐる「法的

状況jの相違がどのような結果の相違を招くか

は，先験的には明らかでなく，各々のケースに

おける「取引費用の内容」や事実関係に依存す

る．少なくとも「コースの定理」によって暗示

されるように，必ず同一の効率的な資源配分が

実現されるなどと断言しえないことだけは確か

である．

また，上記の引用文には「現実の市場」に対

するコース特有の見方も色濃く反映されてい

る．

コースは，「市場とは交換を促進するために存

在する制度であって，正確に言うと，市場が存

在するのは交換取引を行うための費用を削減す

るためである」（Coase[1988] 1990a, 7：訳10)

とみる．さらに，「経済理論の主流をなす考え方

においては，ほとんどの場合，企業と市場は存

在するものと仮定されており，それら自体は分

析の対象になっていない．その結果，企業によっ

て，また市場においてなされる諸活動に対して

法が果たす決定的な役割は，ほとんど無視され

てきた」 (Ibid.,5：訳7）と，主流の市場価格理

論に批判的なコメントを行っている．「交換を促

進するために存在する制度」であるはずの「現

実の市場」は，「取引費用ゼロ」の前提によって

理論の世界から捨象されてきたのであって，そ

の結果「われわれに与えられているのは，人間

性のない消費者，組織をもたない企業，そして，

市場すらもたない交換」（Ibid.,3：訳5）にすぎ

ない，というのである 19).

だが，「権利の再配置」を行う「制度としての

市場」にも限界があるという指摘も見逃すわけ

にはいかない．コースは，「ある特定の権利の再

配置によって，他のどのような再配置よりも大

きな価値が生み出される」可能性を示唆し，こ

れが阻害される例として，市場で権利の再配置

を行う費用が高すぎる場合をあげている．市場

だけが，権利の再配置を可能にする制度機構と

いうわけで、はない．だから彼は，次のように議

論を続けるのである．

市場を利用するよりも少ない費用で同ーの

成果を達成できる代替的な経済組織があれ

ば，この組織のもとで，生産物の価値がよ

り大きくできることは明らかだろう．私が

かなり以前に説明したように，市場取引を

介した生産の組織化を代替するもの，その

代表的なものが企業である．企業の内部で

は，生産面でさまざまな協力関係にある諸

19）コースは，「制度としての市場」という独特の見方に
関連して，次のようにも述べていた．「完全競争に近い
ものが存在しうるには，通常，入り組んだ、規則や規制

の体系が必要である……．交換に関する規制につい

て，経済学者はしばしばそれを，独占力の行使であり
競争を制限する目的をもっているとみなすことが多

い．しかし彼らは，このような規制についての，もう
一つの可能性を無視しているか，よくいってその重要

性を理解していない．もう一つの説明とは，これらの
規制は，取引費用を削減し，それにより取引量を増加
させるために存在している，という点である（Coase
[1988] 1990a, 9：訳11）」．たとえば「小売業や卸売業の

ように，物理的な施設が分散しており，きわめて異な
る利害関係をもっ非常に多くの人々によって所有さ

れている場合には，［商品取引所や株式市場のよう
に：引用者］私法体系を制定し管理していくことは，
きわめて困難であろう．それゆえ，このような市場で

営業している人々は，国家の司法体系に依拠せざるを
えないのである.J (Ibid., 10：訳12-13)
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要素間の取引が消滅させられ，……その結

果……企業は，全ての当事者がもっ法的権

利を獲得することになる．企業における活

動の再配置は，契約による権利の再配置に

もとづいてなされるのではなしこれらの

権利をいかに用いるべきかについての管理

的決定の結果としてなされるのである．

(Ibid., 115-16：訳132)

取引費用がネックになって市場では実現しな

かった「権利の再配置」も，取引を組織化し，

契約を簡略化する企業の「管理的決定」によっ

て実現する場合がある，とコースはいう．企業

を「取引の組織化・契約の簡略化を遂行する管

理的決定機関Jとみなすのである 20)• 

もちろん，市場取引に代わって望ましい「権

利の再配置」を実現する企業も，代替される市

場取引の費用よりも管理費用が小さいとき，別

言すれば，権利の再配置によってえられる利得

がそのための費用よりも大きいときに限って出

現するにすぎない2九つまり企業という取引費

用対策にも限界がある．多種多様の生産活動が

単一の組織によって管理されている場合のよう

に，企業内で取引を組織化するための管理費用

20) 「取引費用」の存在を指摘しただけでは企業の存在
理由の説明としては不十分である点や，コースが「企
業の本質Jのなかで「不確実性の存在なしには，企業
に出現はありえないように思われる」（Coase[1937] 
1990, 40：訳45）と論じていた点を考慮すると，不確実
性の中身を具体的・包括的に示すことが，コースの重
要な課題であったという解釈が成り立つ．不確実性を
企業の発生原因としていち早く指摘したのはナイト
(Knight [1921] 1985）だが，彼は「保険の原理Jの応
用として，多数の取引を組織化し，個々の取引に伴う
不確実性を相殺するために企業が存在すると考えた．
他方，コースは，取引の組織化に伴う「契約調整の複
雑さ」に着目し，「契約の簡略化を遂行する制度的存

在」として企業を捉える．そのうえで「所得をめぐる
雇用契約のあり方二人選jを中心に企業組織論を展開
したナイトに対して，ひろく「契約全体」を考慮すべ
きだとの批判を展開したのだと考えられるのである
(Coase [1988] 1993c, 64-65）.なお，ナイトの「不確
実性j概念については，黒木（2001）を参照．

が多額になるという事態が十分おこりうるから

である 22）.その場合には再び，当事者の諸権利を

統合・再配置し，他のどのような再配置よりも

大きな生産物価値を生み出す制度として，市場

にも企業にも代わる解決策が望まれる．

市場と企業に取って代わる制度機構の最たる

ものは政府である．広範囲の活動に携わる膨大

な数の人々が影響を受けるため「権利の再配置」

に伴う管理費用が多額になり，一企業の内部だ

けで問題を処理することが不可能となる場合に

は，政府を通じて「権利の再配置」を行うこと

が望ましい．政府は，人々に何をなすべきか，

何をなすべきでないかを指示し，人々がそれを

順守しなければならないような規制を課すこと

ができるからである．

21）コースは市場と企業との関係を次のように整理し
ていた．「企業の外部では，価格の変動が生産を方向づ
け，それは市場における一連の交換取引を通じて調整

される．企業の内部では，このような市場取引は排除
され，交換取引をともなう複雑な市場構造に代わっ
て，調整者としての企業家（entrepreneur）が生産を
方向づける．これが，生産を調整するもう一つの方法
であることは明らかであるJ(Coase [1937] 1990, 35: 
訳40-41). ちなみに，コースは「企業家」を「競争的
システムのもとで，資源配分の方向づけを価格メカニ
ズムに代わって行う人々」（Ibid.,36, fn.10：訳59，注
10）と定義している．
22）コースのこの企業観の背後には，実は次のような重
大な主流派経済学批判が潜んでいる．「明らかに，企業
が一つの生産物ではなく複数の生産物を生産するこ
ともありうる．……およそ企業が一つの生産物しか生
産しないと事実上想定しているような理論は，実際た
いした重要性はもちえない．……単に費用曲線が右上
がりになるというだけでは，企業の規模には限界があ
るということにはならない．……企業の規模を確定す
るために検討しなければならないのは，市場利用の費

用（すなわち，価格メカニズムを利用するための費
用），および他の企業家による組織化の費用である．こ
の検討によってはじめて，各企業によってどれだけの
種類の生産物が生産されるか，そうしてそれぞれの生
産物がどれだけの量で生産されるかが決定されるの
である」（Coase[1937] 1990, 51-53：訳55-56）.彼はこ
のように，「一商品生産」を前提とした費用曲線の形状

だけに依拠して産業組織を説明しようとする主流派
理論，とりわけ当時台頭していたJ.ロビンソンの「不完
全競争理論」を念頭に批判を展開したのである（Coase
[1988] 1993b, 51-52). 
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コース本人は，政府による「権利の再配置」

が望ましいと考えられる標準的な例として「煙

害Jをとりあげ，解決手段として「直接規制」

を挙げている．たとえば，政府は法令の発布や

行政指導によって，石炭や石油を燃やすことを

禁じたり，煙害防止装置の設置を義務づけるな

ど，特定の生産方法の可否を命じることができ

る．また，特定の事業活動を特定地域に限定す

る区域規制を設けたり，財産を差し押さえ・徴

用することも可能だからである．

政府は，このような管理的決定とその実施主

体である政府機関を通じて「権利の再配置Jを

行い，生産要素の利用者に影響を与え，「生産物

価値の最大化」に寄与する．しかも企業と違っ

て，必要とあれば市場での取引を完全に回避す

ることができるし，競争圧力や株式市場による

性急なチェックに煩わされる心配もない．本来

であれば組織化を行う人々が踏まなければなら

なかった手続きを，権威主義的方法によってか

なり省略できるうえ，規制を確実に遂行するた

めの警察，その他の法監察機関までも掌中にし

ている．そういう意味では，政府は「超企業

(super-firm) Jである，とコースはいう．

とはいえ，超企業たる政府も万能ではない．

コースが「限界費用論争」（1946）で既に論じて

いたように，政府も「探索と情報の費用，交渉

と意思決定の費用，監視と強制の費用jをかけ

ずには動けないからである 23)•実際この「取引費

用」が莫大な額に達することも考えられる．そ

のうえ政府機関は政治的圧力を受けやすく，競

争によるチェックもないため，誤りを生じさせ

る可能性が極めて高い．これまで経済学者や政

策立案者は，一般に，政府規制による利益を過

大評価する傾向があったが，今みたことを考慮

すれば，政府が設ける制限規制や区域規制の方

が，市場や企業によって問題が処理される場合

よりも，必ず望ましい結果をもたらすと主張で

きる根拠は何ら存在していないことが分かる．

要するに，市場や企業によって問題を適切に処

理することができないとしても，それだけの理

由で政府規制に訴えるのは合理的ではないので

ある．（以上， Ibid.,116 18：訳134-135)

市場も，企業も，政府も万能ではない．とな

ると問題が生じるはずである．「法的状況」の修

正機構である市場・企業・政府のいずれを通じ

ても，望ましい「権利の再配置Jが実現せず，

「生産物価値の最大化」が達成できない場合も

十分ありうるからである．たとえば，膨大な「取

引費用」がかかるため，「権利の再配置」をめぐ

る「合意形成Jが実現しない場合が考えられ
る24).

「権利の再配置」をめぐる「合意形成Jに失敗

したとなれば，残る解決策としては，「法的状況」

そのものを変更させるしかない．「裁判所」が，

判決を通じて直接「権利の再配置Jを行い，「生

産物価値の最大化jに寄与することを期待する

23）参考までに，コースは「限界費用論争j論文の目的
を次のように要約している．「総費用をカバーする平
均費用が生産量の増加にともなって低下し，した

がって限界費用が平均費用以下である場合には，価
格が限界費用に等しくとも，総費用をカバーするの
に十分な消費者からの収入をもたらすことはできな

い．この難点を解決するために，政府は該当企業に対
し，消費者からの収入が総費用に不足する分に等し

い額の補助金を与えるべきであり，補助金に必要な
額は，政府が税により徴収すべきである，という提案

がなされている. w限界費用論争』論文は，この政策
の弱点、を指摘することにある」（Coase[1988] 1990a, 
17：訳19）.コースが指摘した決定的弱点、とは，要する

に，主流派の「課税・補助金アプローチJでは政府活
動にかかる「取引費用Jが全く考慮されていない，と
いう点に集約しうる．その結果過大評価された政府
介入が，市場の美点，すなわち消費者と生産者のイン
センティプを効率的に合致させるという美点を阻害
してしまい，かくして壮大な浪費をもたらす処方筆

となる，と警告するのである．さらにいえば，「社会

的費用の問題」第9節「ピグー的伝統」と「社会的費
用の問題に関するノート」第6節「ピグー的課税j
(Coase [1988] 1990b）で展開された批判は，ロジッ

クだけみれば，実は「限界費用論争」のそれと何ら変
わらないのである．
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ほかにないのである だからコースは次のよう

にいう．

市場取引の費用が大きく，そのために法律

によって設定された権利配置を変更するこ

とが困難な場合には，状況は全く違ったも

のとなる．こうしたケースでは，裁判所は

経済的行為に対して直接に影響を与える．

したがって，裁判所は，判決の経済的帰結

についての知識をもつべきであり，また，

そうすることで法的状況そのものに不確実

性が過度に生じてしまうのでないかぎり，

判決を下す際に，これらの帰結を考慮に加

えるべきことが望ましいと思われる．また，

市場取引を介して権利の法的な境界画定を

変更することが可能な場合であっても，こ

うした市場取引の必要性を縮小し，その実

行のために使用される資源を節約すること

は，明らかに望ましいことである. (Ibid., 

119：訳136)

取引費用が膨大で，「合意形成」を通じた「権利

の再配置」の変更が困難な場合には，確かに裁

判所が経済的行為に対して直接影響を与え，資

源をいかに使用すべきかを決定する．とすれば，

裁判所は，判決下す際に，その経済的帰結を考

慮に加えることが望ましい．そればかりか，合

意形成を通じた権利の再配置が可能な場合で

24）「取引費用ゼロ」の合意は，「交渉当事者が無費用で
納得のいくまで契約更新を行うことが可能である」と
いうことだった．これは，別の角度からみれば，合意

の成立が暗黙に前提され，「合意形成の失敗があらか
じめ排除されている」ことを意味する．そもそも，「目

的合理的行動」を分析対象とする「経済j理論では，
目的そのものが生成するプロセスや特定の目的をめ
ぐる合意形成「プロセスそのもの」は分析しえない．

今日主流の「経済」理論が記述しうるのは，あくまで

も，合意形成の「結果Jとして到達する「理想状態J
と，その実現を可能にする「必要条件」にすぎないの
である（この記述作業が，問題の所在を整理するため

のベンチマーク・分析の出発点として重要であること
は，改めて指摘するまでもないだろう）．

あっても，取引の必要性を縮小し，その実行の

ために使用される資源を節約することは明らか

に望ましい，とコースはいう．

さらにコースは，「裁判所は，いま述べた点を

認識してjおり，「必ずしもつねにはっきりと明

示する形をとるわけではないが，有害な影響を

禁じることによって，何が得られ，何が失われ

るかを，しばしば比較検討しているJ(Ibid., 

132-133：訳149）とまで断言していたのであ

る25¥

このようにみてくると，コースの主要三論文

に次のような密接な関連性があることは明らか

だろう．「取引費用理論jに基づいて「産業構造

の制度分析」を遂行する，という一貫した視座

から，まず「企業の本質」（1937）では市場と企

業の関係が，次に「限界費用論争」（1946）では

市場と政府との関係が，そして「社会的費用の

問題」（1960）では（以上に加えて）市場と裁判

所との関係が，考察されているのである 26).

経済システムにおける政府と裁判所の関係は

特に重要で、ある．ピグーおよび「ピグー的伝統」

に対してコースが展開した批判の，まさに核心

部分だからである．

25）この主張を実証するために，コースは「社会的費用
の問題」第7節「権利の法的な境界画定と経済問題」
において，実際の判例における判決文，なかでも「『理
に適っている（reasonable）』とか『普通もしくは通常
の使用法Jといった語句の解釈jをめぐって，詳しく
検討・吟味している (Ibid.,119-26：訳136-43）.重要
なことは，この実証分析に関わる部分こそ「法の経済

分析Jの着想源だという点である．ポズナーに代表さ
れる，この分野を担う研究者は，コースの議論のこの
部分を一般化し，「司法制度の法理や制度の多くは，資
源の効率的配分を促進するための努力とみなすこと
により，最もよく説明できる」（Posner1975, 760：訳
54）と主張するのである．ちなみにコースは，彼の議
論に対する誤解が多いとして，ポズナーに批判的な態
度をとっている（Coase1993a). 
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(5) シカゴ派「産業組織論jと「法と経済学J

の誕生

多少遠回りではあったが，今やわれわれは，

「責任・義務の所在関係」や生産手段の「所有

権」をめぐる「法」の問題と，生産手段の「活

用方法」の決定という「経済Jの問題が，どの

ように関連しているのかを正確に理解できるよ

うになった．たとえば，膨大な「取引費用Jを

要するため，市場・企業・政府を介した「合意

形成」が不可能となる場合には，裁判所の法解

釈や判決が資源配分に決定的な影響をおよぽ

す，といったように27).

では，相互に「有害な影響」を与え合う生産

活動の結果全体を評価し，「生産物価値の最大

化」を達成するような解決策を求めるという当

初の課題に対して，われわれは有意味な解答を

引き出しうる視座を確保できたのだろうか．

コースによれば，まだ不十分だということに

26）コースの思索活動が一貫性を保持していたという
根拠は他にもある．彼が「限界費用論争」で次のよう

に論じていたからである．「もし価格システムを用い

ることが決定されると，二つの解決すべき主要な問題

がある．第一は，個々の消費者はどれだけずつの財産

をもつべきか一ーすなわち所得と富の最適な配分の

問題である．第二は，財とサービスが消費者に供され

る際に用いられる価格の体系いかん一ーすなわち，最

適な価格体系の問題である．この論文で私が取り組ん

でいるのは，これらのうち第二の問題である．第一の

問題は，全面的ではないにせよ部分的には，倫理の主

題である．しかし，重要なことは，ここにはこれら二

つの問題が存在しており，価格システムが満足すべき
結果をもたらすためには，この両方ともが解決されね

ばならない，ということを理解しておくことである」

(Coase [1946] 1990, 79 80：訳90-91：傍点はコー
ス）．つまり，「所得と富の最適な配分の問題Jという
残された課題に，倫理の問題にも配慮しながら，コー

スなりに取り組み，その結果えられた成果が「社会的

費用の問題」として結実したのだと推察できる．

27）参考までに，コースの次のような議論も紹介してお
こう．「土地がいかに利用されるべきかという問題を

自分たちは解決しようとしているのだ，という裁判官

たちの意見が正しいのは，必要な市場取引を実行する

費用が，権利の再配置によって得られる利得を越えて

しまう場合だけに限られる．」（Coase [1960 J 1990, 
107：訳123)

なる．なぜなら，たとえ近隣に「有害な影響」

をもたらす経済活動であっても，その活動に対

する損害責任が「制定法上の規定 statutory

enactments」により免除されていて，訴訟それ

自体が成立しないため，裁判所の経済的機能が

発揮されないケースが存在するからである．

当事者同士の局所的な見地からみれば，経済

的妥当性および法的正当性という条件をクリア

し，望ましい資源配分を実現しそうであっても，

「公共の利益」という大局的な視野に立つと必

ずしも望ましい結果をもたらさない場合があ

る．このような判断から「生活妨害 nuisanceJ28l

にみえる行動が，実は法律によって正当化され

ているというケースであって，過失がない限り

生活妨害にあたらないとされる場合がある．

コースはこの点を次のように整理する．

ここまでの議論は，生、活妨害について，コ

モン・ロー（判例法）に基づいて下された

裁判所の判決に関するものであった．この

領域での権利の境界画定は，また，制定法

上の規定のために生ずることもある．大概

の経済学者は，次のように考えてきたよう

に思える．つまり，この領域における政府

活動の目的は，コモン・ロー（判例法）そ

れだけでは生活妨害と認められないような

活動を，生活妨害として指定することに

よって，生活妨害についての法の適用範囲

を拡張することにある，と．確かにそうい

う面もあり，たとえば公衆衛生法（thePub-

lie Health Act）のような法令が，そうし

た効果をもったことは疑う余地がない．し

28）生活妨害とは，たとえば，ゴミの堆積や工場からの
煤煙のように，他人に不快な思いをさせたり，危害を

加える行為や状態全般をさすが，「法的には，こうした

行為あるいは状態によって生じた被害，または，その

被害についての法的責任をさすJ（田中 1991,595）と
いう．
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かし，すべての行政的法令が，必ずしもそ

の種のものであったわけではない．この領

域における多くの法律の効果は，その活動

によって危害を受ける人々の請求から，事

業活動を保護することにある．合法化され

た生活妨害には，きわめて多くの事例があ

る. (Ibid., 126-27：訳143)

コモン・ロー（判例法）では生活妨害と認めら

れ，危害を受けた人々が裁判所に問題解決を訴

えることが可能であったはずなのに，過失がな

い限りそれが不可能となってしまった活動は少

なくない，とコースはいう．

じっさい彼は，鉄道操業・空港運営から生じ

る振動や騒音，あるいは水路・配水管・排水溝

．運河から溢れた水などによる隣接する土地へ

の損害から，工場のベルの音に至るまで，合法

化された生活妨害の実例を数多く提示している

(Ibid., 127-31：訳143-47).

重要なことは，立法府によって公認された活

動を過失なく行っていれば，たとえその活動が

上に列挙したような「有害な影響」によって近

隣住民の生活を妨害し，隣接する土地や所有物

の資産価値等を損なっているとしても，被害者

は，訴訟を起こすことも，補償や改善を受ける

こともなしこれを我慢し続けなければならな

い（もっとも国や地方自治体を訴える場合は別

であるが），という現代産業社会・福祉国家社

会がもっ一面である．この事実を確認したうえ

で，コースは次のようにいう．

ほとんどの経済学者は，自己の取り扱おう

とする状況の特徴を誤って理解しているよ

うに見受げられる……．もとより，政府の

経済活動の拡大は，しばしば，生活妨害活

動を望ましい水準をはるかに越えて保護す

る結果をもたらすこともある．これは，確

かに，ありそうなことである．その一つの

理由としては，政府は政府自身で進めてい

る事業を温情的に眺める傾向があることを

指摘できる．もう一つの理由としては，公

益企業が生活妨害を犯している場合には，

民間企業が同じことをしている場合よりも

はるかに気楽な立場で，このことを説明で

きることがあげられる．……ほとんど疑う

までもなく，福祉国家は損害責任の免除を

拡大する傾向にある．……経済学者が政府

による強制的介入を必要とすると考えがち

な状況が，実のところは，政府活動の結果

であることも稀ではない．……経済システ

ムへの政府の大規模な介入は，有害な影響

に対して責任をもつべき人々を必要以上に

保護してしまうという，真の危険を苧むも

のでもある. (Ibid., 131-33：訳148-49)

現代産業社会・福祉国家社会における真の危険

は，政府による経済システムへの大規模な介入

が，有害な影響に対して責任をもつべき人々を

必要以上に保護してしまう点にある，という

コースの指摘であり， 1960年当時の現状認識で

もある29)• 

この指摘がもっ意義については今日多言を要

すまい．ここでは，経済学者はこうした現状す

ら正確に把握していなしh という彼の厳しい経

済学批判の方が重要である．コースが展開した

ピグー批判の大半は，この現状認識の甘さ・事

実確認の不十分さに帰すことができるからであ

る．

批判の要点は，「生産物価値最大化アプロー

チjや「取引費用理論」に依拠したこれまでの

29）ケインズ主義政策・福祉国家政策の非効率性が指摘
され始めた1960年代後半以降，裁量的な福祉政策から
の脱却を声高に説いた「新シカゴ学派」の思想と，コー

スの思考法との親近性を，ここに見いだすことができ

る．次節の重要なポイントであるから，注意を促して
おきたい．
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ような議論と十分な実態調査をへていないた

め，ピグーは「有害な影響」の背景にある問題

の「相互的性質」を捉え損なっており，加えて，

立法府によって免責されている活動（たとえば

鉄道の操業）を規制すべきだと論じるなどの混

乱もみられる，という指摘だったのである30)• 

したがって，ここでは，詳細な議論を繰り返

す代わりに，コースのピグー批判の一部を直接

引用することにする．論点が多岐にわたり，長

く，ポイントも把握しにくいところではあるが，

ここでの主張が，「コースの定理」のような一般

化をコース本人が頑なに拒絶し続けた事実と無

関係ではないと思われ，また「法と経済学」の

原点、でもあると思われるからである．

なお，あらかじめ補足しておくと，①「補償

されない損害Jを議論するにあたってピグーが

取り上げた例は，（「迷い牛」ではなく）「土地を

荒らす兎」であり，②「ブールストン判例jと

は，「隣人の土地に入り込んだ兎に関しては，兎

の飼育場をつくった者にも所有権はなしした

がって野生動物として隣人が合法的に殺すこと

もできるわけだから，問題の兎がヲiき起こした

損害のために飼育場をつくった者が罰せられる

ことはない」と規定した1597年の判例であって，

③その後も法的拘束力を有し続けたものであっ

た．この 3点を踏まえてコースはいう．

動物に対する責任（ここでは特に兎への責

任）は通常の生活妨害法のなかで審理され

るべき問題だとする見解には，これを支持

30）「社会的費用の問題」第8節目厚生経済学』でのピ
グーの手法Jの大半は，ピグーの議論が事実確認が不
十分なためどのように破綻しているかを，判例・法令

等の証拠を挙げ，「取引費用理論」や「生産物価値最大
化アプローチJも援用して，詳細に検討したものであ
る（Ibid.,133-49：訳149-64）.コースは，『企業・市場・
法J第1章「企業，市場，そして法j第6節「ピグー
的伝統と現代の経済分析」でも，アメリカ「州際通商
委員会jの実態をめぐるピグーの認識不足を指摘して
いる（Coase口988]1990a, 20-23：訳22-25).

するしっかりとした経済的根拠がある．そ

れは，兎を飼育する者だけが損害に対する

責任を負っているわけではなく，穀物を兎

に荒らされる者も等しくその責任を負って

いるからである．……とはいえ，ブールス

トン判例の規定にも異議がある．この規定

のもとでは兎の飼育者に対して責任を負わ

せることが全くできないからである．経済

学的観点、からすれば，責任ルールを一つの

極端に固定するこの規定の仕方は，責任

ルールを他方の極端に固定し，必ず兎の飼

育者に損害責任を負わせる仕方と同様，望

ましくないのである．……実際の法廷では

生活妨害法が柔軟に適用されており，ある

行為の効用とその行為が引き起こす危害と

の比較も考慮されている．……要するに言

いたいのは，兎の問題は通常の生活妨害法

のなかで扱うべき問題だからといって，兎

の引き起こす損害の責任は兎の飼育者だけ

に不可避的に負わせるべきだということに

はならないということであって，こうした

案件で裁判所の果たすべき仕事が，ある行

為の危害と効用とを比較秤量することにあ

るといっているわけでも，裁判所がこの比

較秤量において必ず正しい判断を下すと期

待しているわけでもない．だが，裁判所が

非常に愚かしく振る舞うのでないかぎり，

通常の生活妨害法が，融通性のない厳格な

ノレールを採用する場合よりも満足のいく経

済的結果をもたらすことは，ほぽ間違いな

い．ピグーがとりあげた土地を荒らす兎の

事例は，法的な問題と経済学的な問題とが

相互にどう関連しあうかを示す格好の事例

であった．とはいえ採用されるべき正しい

政策は，ピグーが念頭においたものとは違

うようである. (Ibid. 146-47：訳162-63:
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傍点はコース）

まず，論点を 3つに分けて整理しておこう．

第1に，経済学的見地からみれば，ピグーが

想定した「土地を荒らす兎」の事例では，政府

規制よりも訴訟によって解決を図る方が望まし

い．実際の法廷では，過去の判例に則りながら，

効率的な資源配分という経済問題にも十分配慮

されているからである．

他方，第2に，所有権や責任義務の所在を明

確にすることが本務である裁判所が，経済学的

見地からみて，常に望ましい判決を下している

とも考えにくい．

したがって，第3に，経済学者の立場からは，

裁判所の判事が望ましい経済的帰結を導き出す

ように，次のようにアドバイスするほかはない．

すなわち，法廷では，（有害な影響をもたらした

者が必ず責任をとるべきであって，被害抑制の

ためには政府規制こそ望ましいという）ピグー

の信念や（動物の飼育者に責任はないとする）

プールストン判例にみられるような形で，責任

ルールを一つの極端に不可避的に固定したり，

硬直的に適用するようなことは決してすべきで

はない，と．

別の側面から見れば，この 3つの論点は，次

のようにまとめて論じることもできる．すなわ

ち，経済学的見地だけから，先験的に，法と経

済の問題を一般化したり（コースの定理），解決

策を定式化したりすること（ピグー税）は，ほ

とんど現実的意味をもたないが，法的な見地か

ら経済的な問題に対処する際の留意点であれ

ば，上記のように助言できる31)•コースはこのよ

うに，ピグー批判という形をとりながら，「法と

経済学」のあるべき補完関係を提示したのであ

る32).

加えて，本節で確認してきたことを全て考慮

に入れれば，「社会的費用j概念に基づいて「課

税・補助金アプローチ」を展開してきた「ピ

グー的伝統」の背後に，次のような3つの前提

あるいは信念が潜んでいたことが明らかにな

る．

第1に，紛争の当事者や裁判所の判事ですら

明確に捉えられない利害であっても，大局的な

見地に立つ政府・政府機関であれば正確に把握

でき，したがって間違いを犯すことはないはず

だ，という政府・政府機関に対する信頼あるい

は過度の期待である．第2に，政府が適切な「課

税・補助金体系」を策定し，実施・強制する際

には「取引費用」は全くかからない，という暗

黙の理論前提である．そうして第3に，「政府規

31）実際，「社会的限界費用と私的限界費用との差額に
等しい税率で外部不経済発生産業に課税する」という
「ピグー税jは，「提唱されてから80年近く経つにもか
かわらず，ほとんど現実の適用例をもたない」（岡

1999, 225-26）のである．また，「コースの定理」につ
いては，クーター（Cooter1985）の次のような議論が

ある．「生活妨害に対して差止命令を求める権利は，私
的交渉というものがあるために，賠償を効率性と結び
つける可能性を提供することになる．しかしながら，
…・・・交渉が挫折したとき，強制的な命令が効率的な行

為とは何かを規定していなければ，差止命令は効率的
な行為を引き起こしえない．しかし，裁判所の限られ
た情報を考えると，効率的な行為に関する規定は設げ

られそうにない．従って，効率性の見地からは，和解
が通常であって公判が稀であるような種類の事件に
とって，差止命令は妥当な救済方法である」 (Ibid.,27: 
訳188-89）.だがこの結論は，あまり現実的意味をもち

えない．そもそも「和解が通常であって公判が稀であ
るような種類の事件jとは，もっぱら私的交渉によっ

て解決される事件のはずだから．すると，上記の理論
的帰結を現実的に解釈すれば，次のようなものになる

だろう．「差止命令の訴求」のような問題が争われるの
は，「コースの定理jが想定する当事者同士の和解に失
敗した場合であって，事件が公判に持ち込まれ以上，
責任・義務の所在関係を再画定することが本務である
判事が，限られた情報に基づいて経済的判断までも下
さなくてはならない，ということである．したがって
結論としていいうることは，法律家も，経済学者も，
専門分野において何らかの判断を下す際には，各自こ
うした事実を考慮、に入れて現実を直視し，ケース・パ

イ・ケースで解決策を検討するように留意する必要が
ある，ということにすぎない．まさにコースの基本見

解そのもの，「法と経済学」の原点に帰着するのであ

る．
32）「法と経済学」の補完関係については， Klevorick
(1975）や平井（1976）も参照．
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制Jによる「責任ルールの硬直的な適用Jが，

「責任・義務をめぐる人々の考え方」に悪影響

を及ぼしたり，本来義務を負うべき人々を過剰

に保護することはなく，また「富の分配や財産

権」を撹乱・侵害したり，「市場の美点」を阻害

することもなししたがって必ず望ましい経済

的帰結をもたらすはずだ，という倫理的かつ経

済的信念である．

だが，さらに重要なことがある．それは，「外

部性の存在が，政府による市場経済への介入を

正当化するg!j)j,の（ρrimafacie）根拠であると

いうことについては，合意がえられている」

(Hahn [1981] 1984, 118：イタリックはハー

ン）という「ピグー的伝統」が認識論的な障害

として作用し， 3つの問題点・暗黙の前提を見

えにくくしてきた，とコースが考えている点で

ある．彼が外部性概念の弊害を力説し，その存

在意義を（彼には珍しく）明確に否定した理由

はここにある．

実際のところ，取引費用が存在し，それが

大きな額にのぼるという事実は，人々のも

たらすいろいろな影響のうち，その多くの

ものが市場の取引でカバーされないだろう

ということを示している．したがって「外

部性jは遍く存在することになる．政府の

介入もまた費用を要するという事実は，も

し生産物の価値の最大化をねらうのなら，

「外部性」の多くのものはそのままにして

おくべきだ，ということを意味することに

なろう．政府が，ピグーの想定する理想的

な政府ではなく，無知で圧力に弱く腐敗し

た普通の公的機関であるとするならば，こ

の結論は，いっそう強いものとなる．……

「外部性」の概念が厚生経済学で中心的な

役割を演ずるようになった結果として，き

わめて不幸な事態が生じたのである．

(Coase [1988] 1990a, 26：訳28)

多額の取引費用を要する現代社会を直視すれ

ばm，「価格システム」を介した相互作用だけで

説明できる経済活動は，それほど多くない．「外

部性」は遍く存在しているのであれしたがっ

て「『外部性』の存在そのものは，自明の政府介

入の根拠となるとはいえない」（Coase[1988] 

1990a, 24：訳26）のである 34）.しかも，政府が「ピ

グーの想定する理想的な政府ではなく，無知で

圧力に弱く腐敗した普通の公的機関であるとす

るならばJ，外部性の多くをそのままにしておく

方が賢明だということも十分ありうる．問題は，

外部性の存在が政府介入の自明の根拠として無

批判的に想定されてきた点にある，とコースは

いうのである．

この認識論的な問題点のうえに成り立つ「ピ

グー的伝統」にもコースは批判の目を向ける．

「社会的費用」概念に依拠した「課税・補助金

アプローチJが抱える決定的な弱点を次のよう

に指摘するのである．

ピグーに追随し，際立つた業績を残した経

済学者たちは，なぜ私的費用と社会的費用

33）合州国経済に関するD.C.ノースとJ.J.ウォリスの推
計によれば，1870年にGNPの26%を占めていた取引費
用部門の活動（これは経営・管理活動から警察・警備
活動までを含むとされている）は， 1970年にはGNPの
50%以上にまで拡大しているという（Northand 
Wallis [1986] 1995). 
34）われわれは，既に暗黙のうちに，外部性の「遍在j
を認めている．人々の経済活動のうち市場取引でカ

バーされない部分を代替・補完するものこそ「企業」

だからである．しかも，「企業の本質Jとは，「価格メ
カニズムを介することのない企業者の意思決定が，そ

の意思決定にかかわっていない誰かに影響を与える
ところ」にあった．たとえば，雇用者が，資材提供者

や被雇用者に対して逐一確認をとるという手間を長
期契約によって省き，命令や要請を通じて活動を円滑

にする，というように．だとすれば，市場の「外部」，

すなわち企業組織「内部」には外部性が遍在している
ことになる．少なくとも，現代社会において，企業組

織内部の経済活動が大きな割合を占めていること，つ
まり決して例外や特殊な事例でないことは確かであ

る．
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の主席離が存在するのかを聞い，この希離に

対して何をすべきかを説明するにあたっ

て，結果として，私的費用と社会的費用が

必然的に一致する理論を用いて論じてきた

ことになる．そうであればこそ，導き出さ

れた結論がしばしば誤りであったとしても

驚くにはあたらない．なぜ経済学者たちは

間違って進んだのか．その理由は，法の変

化が資源配分に及ぼす効果を分析しようと

する際に本質的となる要素が，彼らの理論

体系では考慮、されていなかったからであ

る．見落とされたその要素とは，取引費用

の存在である. (Coase [1988] 1990b, 175: 

訳198)

後にコースは，「社会的費用の問題」というタイ

トルが，ナイトの論文「社会的費用の解釈にお

ける誤謬J(Kight [1924] 1997）に由来している

ことを明らかにした（Kitch1983, 215; Coase 

1993b, 250）.彼に倣って，「社会的費用概念に依

拠した従来の分析は重大な問題を抱え込んでい

る」との批判を展開したというわけである．

このように主流派厚生経済学が抱えていた問

題点、を明らかにすることによって，コースは，

当初全員がピグーを擁護していたシカゴ・グ

ループを転向させることに成功する．シカゴ派

「産業組織論」および「法と経済学」の誕生で

ある．

3.新旧シカゴ学派のミッシング・

リンク

以上の考察を前提すれば，「政府は有能である

という前提の下で市場に積極的に介入すること

によって生じる政府の失敗の方がもっと重大な

問題である」というシカゴ学派の思想的コアに

理論的基礎を与えた人物がコースであったこと

は明らかだろう．「政府介入が，かえって公益を

損なうこともある」との「行政裁量主義批判j

として展開されたシカゴ学派の「小さな政府論」

は， 1960年代後半以降，ケインズ主義政策・福

祉国家政策の非効率性が明らかとなるにつれて

声高に論じられるようになるからである．さら

に，マネタリズムや合理的期待形成学派の興隆

と新保守主義思想の隆盛，およびそれに伴う誤

解なども相倹って間，彼らの「最小公倍数」であ

る「市場主義J思想、が，シカゴ学派の特質とし

て広く世間に知れわたるようになる．

シカゴ学派に属する経済学者のなかで，コー

スの与えた影響がとりわけ顕著にみられるのは

スティグラーである．コースも指摘していたこ

とだが，スティグラーが産業規制の効率性をめ

ぐる実証研究に本格的に取り組み始めたのは

1960年代に入って以降であり 3ヘ彼はそれまで，

主に経済学史研究家としてキャリアを積んでい

たからである37> (Coase [1991] 1993b）.また，

彼の重要な理論的貢献とされる論文「情報の経

済学」（1961）については，スティグラー自身が

35）たとえば，これまで誤解されて伝えられることも少
なくなかったL.；レーカスJr.のケインズ主義批判とそ
の正確な合意ついては，清水（1997）を参照．簡単に
批判の本質にだけ触れておくと，「ルーカス批判jと
は，ケインジアンが不変であると前提していたマクロ

計量モデルの構造パラメーターは，「政策が変更すれ

ばそれに対応して変化するので，それまでのようなマ

クロ計量モデルによる経済政策の評価方法は根本的

に誤っている」 (Ibid.,196）という批判である．また，
彼の「政策無効命題」とは，「裁量政策が従来考えられ
ていたほどには有効でない」 (Ibid.,195）という指摘
にすぎない

36）もともと1960年以前のシカゴでは，ハーバードやコ
ロンピアといった他大学に比べて，産業組織研究への
問題関心自体が希薄だったようである（Miller1962, 
68-69). 
37）今日では注目されることが少ないこの事実を捕捉
しておくと，スティグラーがナイトの指導下で執筆し

た学位論文「生産と分配の理論J(Stigler [1941] 1994) 
は経済学史の研究論文であり，これは後に公刊され，

J.シュンベーターによって高く評価されているのであ
る（Schumpeter[1954] 1986, 849, fn.12）.なお経済学
説史家としてのスティグラーについては， Rima
(1983）やSowell(1987）を参照．
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コースの影響を認めている（Stigler1988, 80). 

この論文で検討された「価格情報をめぐる探索

費用」は「取引費用」の一要素であるから，こ

の研究はコースの仕事を補完するものである，

と彼は述べていた．

以上の事実から指摘できることは，スティグ

ラーとフリードマンに代表されるシカゴ学派へ

の変容がコースとの議論を契機に生じたように

みえる，ということである．彼らにみられる「市

場主義への重心のシフトJ（あるいは論理の飛

躍）が38），ナイトやJ.ヴァイナーなどの旧シカゴ

学派と現代のシカゴ学派との相違点であり，両

者を結びつける存在こそコースである，という

ことになる削．

さらに別の根拠を指摘しておこう．それは，

H.ミラーが， 1962年に発表した論文「シカゴ学

派の経済学についてJ40l (Miller 1962）をめぐっ

38）たとえば，「コースの定理」それ自体では市場主義思
想、の理論的根拠にはなりえない．重視する前提や解釈
次第では，市場主義者が非難する大規模な政府介入を
正当化する根拠にもなりうるのである．裏返していえ
ば，「コースの定理Jは，それを用いて持説を展開する
論者の社会観やそれに基づく主義主張，つまり狭義の
思想を，明瞭に映し出す鏡だといえる．ちなみに，
「コースの定理Jの命名者であるスティグラーは，定
理の発見者の名前が正確に冠されていることは科学
史上稀な例だ，として自賛しているようである（Stig-
ler 1988, 77）.それはともかくとして，「(J.コモンズ
の）『資本主義の法制的基礎』という本を読んで理解で
きるなど，およそ｛言じがたいよJ(Kitch 1983, 170) 
と笑い飛ばせるスティグラーに，コースの真意がどれ
ほど理解できていたのか，極めて疑わしいといわざる
を得ない．なお，コモンズの経済思想、に関しては，高
(1998; 1999）を参照．
39）この主張を裏付ける一つの逸話がある．それは，
1965年秋の出来事であり，スティグラーとフリードマ
ンの共通の師であるナイトが二人を「破門Jしたとい
う事件である．正確には，ナイトが「次のように宣言
したのである．ジョージ・スティグラーとミルトン・
フリードマンの最近の言動は目に余るものがある．こ
の二人は，私の最初の学生であるが（二人とも博士論
文をナイト教授の指導のもとで書いた），今後，私の学
生であったということを禁ずる，と」（宇沢 2000,
187）.さらに注目すべきは，このエピソードの顛末を
紹介している宇沢 (Ibid.184）において，スティグ
ラーとフリードマンの二人が「亜流の似非シカゴ学
派Jと位置づけられている点であろう．

て生じた一つの議論である．彼はこの論文でシ

カゴ学派の市場主義的側面にふれ，当時まだ

ヴァージニア大学に在籍していたコースを引き

合いに出しているのだが (Ibid.,66），これに対

してスティグラーが「シカゴで一度も教鞭を

とっていないロナルド・コースをシカゴ学派と

して分類することほど奇妙なことはないだろ

う」（Stigler1962, 71）と批判していたのであ

る4九

加えて，旧シカゴ学派は，フリードマンやス

ティグラーに代表される新シカゴ学派ほど市場

主義的ではなかった．たとえば，「フランク－

H・ナイト，へンリー・ C・サイモンズ，ジエ

イコブ・ヴァイナー，そしてシカゴの彼らの同

僚は， 1930年代初頭には一貫して，当時のデフ

レと大量失業に立ち向かうため大規模で継続的

な赤字予算を組むよう論じ，補正的な公共支出

という考え方を発展させていくうえで重要な役

割を演じただげでなく，ブーパー政権に大規模

な赤字財政を実施するよう説得を試みていた」

(Davis 1968, 476-77）事実もあるからである．

注意すべきは，コース自身の思想的立場とシ

カゴ学派のそれとの関係である．というのも，

コースとシカゴの研究者が「市場の失敗よりも

政府の失敗の可能性を強調すべきだ」との現状

認識を1960年代初頭に共有していたとしても，

だからといってコースが，必ずしも，新シカゴ

学派の市場主義思想や方法論には与していない

40）この論文は「経済学におげるシカゴ学派」の存在を
議論の姐上にあげた最初の論文であるという（Stigler
1988, 150）.なお，この論文を契機に紛糾した議論につ
いては， Stigler(1962）やBronfenbrenner(1962）を，
また，シカゴ学派をめぐる学史的考察・研究について
は，大野（1965),Reder (1982), Samuels (1993), 
猪木（1995）を参照．
41）確認のため補足しておくと，コースがシカゴの
ロー・スクールおよび journalof Law and Eco-
nomicsの共同編集長に招聴されたのは1964年のこと
である．
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からである42).

コースは，主流派経済学者が好むような経済

政策がすべて非現実的であると否定しているわ

けでも，価格メカニズ、ムの方が政府規制より必

ず望ましい経済的帰結をもたらすはずだと主張

しているわけでもない 価格メカニズムの限界

を明示し，克服方法を模索するという基本的な

問題意識は，むしろピグーに近い43> (Aslan-

beigui and Medema 1998）.加えて彼が，アメ

リカでは反トラスト法の適用をめぐる議論に傾

斜しがちだったため，産業組織研究にとって不

幸な状態がつづいたとみている点も見逃せない

(Coase [1972] 1990, 66-67：訳74-75).

とすれば，コースが主張したかったことは，

産業規制のような行政主導の経済政策はあくま

でも選択肢の一つにすぎず，他の選択肢と比較

して有効性を取り立てて強調したり，あるいは

否定したりするほど特別な選択肢ではない，と

いう指摘だということになる．さらに，望まし

い経済政策を導くために不可欠なデータがまだ

十分収集されていないばかりか，データ収集の

指針となるべき産業組織論すら存在していな

い，という現代経済学の現状に対する批判だっ

たともみなしうる叫）ィ事実コース自身が，「経済

42）コースによるシカゴ学派の方法論に対する批判に
ついて，スティグラーの「産業組織論」に対しては
Coase ( [1972] 1990; [1991] 1993b），フリードマンの
「実証経済学」に対してはCoase( [1982] 1993），さら

にG.ベツカーの「経済学帝国主義」やポズナーの「法
の経済分析」に対してはCoase( [1977] 1993; 1993a) 
を参照．参考までに付言しておくと，「経済学における
数量化・定量化に対するコースの見解は，（たとえば）
スティグラーよりもナイトのそれにかなり近く」
(Reder 1982, 6, fn.14），ナイトは，数量的実証研究
に対して極めて批判的な態度をとっていたのである
(Ibid., 6). 

43）だからこそ，ピグーが提示した解決策の現実性や有
効性をめぐって，厳しすぎるほどの批判を展開したの
だと推察できる．ピグーが後の経済学者に与えた影響
力を考慮に入れれば，彼の研究姿勢に対して向けられ

たコースの批判が，多少厳しくならざるをえなかった
のも領ける．

システムの多くの部分は，取引費用を減らすた

めに工夫され，あるいは取引費用の存在のため

実現が妨げられていることを実現させるために

デザインされたものであるから」，「分析のなか

に取引費用をとりいれることが必要J(Coase 

[1988] 1900a, 30：訳32）であると力説し，「私

の議論が示唆しているのは，われわれが現実の

世界を研究できるように，正の取引費用の存在

を経済分析のなかに明示的に取り込むことの必

要性である」 (Ibid.,15：訳17）と明言していた

からである．

このような問題意識から「産業構造の制度分

析jに取り組んできたコースにとって，望まし

い経済政策とは，人々のインセンティヴを阻害

44）確認したように，コースの議論の根底には主流派経
済学批判という問題意識が常に潜在している．たとえ

ば「ピグー的伝統」を批判した，以下のような非常に
手厳しいものもある．「ボーモノレは，『それ自身の土台

の上で検討してみると，ピグー的伝統のもとに導かれ
る諸結論には，事実上，欠点はない』と述べているが，
明らかにそれが意味するのは，その論理そのものには

欠陥がないこと，そして，その提案する課税制度が実

行されるならば，もっとも事実は実行不可能なのだ
が，資源配分は最適になること，である．この点を私

はけっして否定したことはない．私が述べた論点、は，
こうした課税提案が夢想をかき立てるだけの戯言だ
というにすぎない．私の若い頃には，言葉にするには
愚かすぎることでも唄になら歌ってもよしh などとい
われた．現代経済学においては，数学に翻訳し直すの
であればよい，ということになろうか」（Coase[1988] 
1990b, 185：訳209）.ところで，現代経済学の基礎をな
す普遍理論，つまり「限界理論Jと「均衡理論」を西
洋近代思想史のなかに位置づけてみると，それが「古

典力学Jの思考法・「啓蒙思想」の形而上学をそっくり
移植したものにすぎないことがわかる．むろんこのこ
との是非が問題なのではない．重要なのは，現代経済

学の思考法・形市上学が，現実の経済活動を徹底的に
観察することから析出されたものではなししたがっ
て経済学固有のものなどとは決していえない，という

点である（荒川 1999）.理論が普遍的であれば，それ
だけその用いられ方は窓意的になりうる．方法的な便
宜にひきずられ，成果の多産性に目を奪われて，認識
さるべき当の対象の方が見失われ，歪曲され，ときに

担造すらされてしまうこともある．理論分析に依存
し，実態調査を経ないことから生じるこの問題のなか

で，コースが象徴的な例として取りあげたのが「経済
学のなかの灯台J(Coase [1974] 1990）である．その
他， S.チュンの「蜂の寓話」（Cheung,1973）も参照．
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しないような「生産活動の制度的構造」を模索

し，市場・企業・政府・裁判所といった制度機

構が円滑に機能するように注意を払い続げるこ

とにほかならない．その際，「生産物価値の最大

化jをいかに達成すべきかという「経済Jの問

題に対して経済学者がなしうることは，できる

だげ幅広く問題解決手段・選択肢を検討・提示

し，技術変化等にも柔軟な対応ができるよう，

lレールや法手続きも含めた「制度」の「社会的

配置」を考慮する姿勢を貫くことである．何よ

りも現実に根ざした産業組織研究の必要性が強

調されなければならなかったわけである．

コースは，あるべき経済政策や経済学の現状

などに関する以上の認識に基づいて Journal

of Lαωαηd Economicsの編集作業に携わり

(Coase 1993b, 253），自らも慎重な研究姿勢

に徹した．コースのこのような慎重な態度は，

彼の次の言葉によくあらわれている．いわく「フ

ランク・H・ナイトがしばしば強調したように，

厚生経済学の諸問題は，究極的には審美と道徳

の考察のなかに発展的に解消されなければなら

ない」（Coase[1960] 1990, 154：訳170）.コース

が新旧シカゴ学派のミッシング・リンクである

と主張する，もう一つの根拠である．

4.むすび

コースは，「取引費用理論」に基づいた「産業

構造の制度分析」を遂行すると同時に，その作

業を通じて「ピグー的伝統」に異議を唱え，十

分な実態調査を経ないまま立案される経済政策

がもたらす様々な弊害に警鐘を鳴らし続げてい

る．「外部性の存在を政府介入の自明の根拠とみ

なし，政府は有能であるという前提の下で市場

に積極的に介入することは問題だJと批判する

のである．現代福祉国家社会を広く見渡すコー

スの複眼は，このように極めて現実的・実践的

な問題から極めて理論的・認識論的な問題まで

をも捉え，それぞれに重要な論点を苧んでいる．

彼の論文が（フリードマンと並んで）引用文献

リストのトップを占め，それに伴って多くの「誤

解」が生じたのも，必然的な結果だったといえ

よう．

コースが，「市場の失敗よりも政府の失敗を強

調すべきだ」との現状認識や理論的根拠を1960

年代初頭に提示し，シカゴ派「産業組織論jと

「法と経済学」の誕生に寄与したことは事実で

ある.1964年以降，シカゴ大学のロー・スクー

ルに在籍し， Journalof Law and Economics 

の編集長として活躍したことも事実である．さ

らに，本稿で明らかにしたとおり，コースは新

旧シカゴ学派のミッシング・リンクとして位置

づけうる存在でもある．すなわち，両者と比肩

しうるだげの独自の理論と思想、をかねそなえた

稀有な経済学者である そうであるがゆえにこ

そ，誤解されざるをえなかったのである．
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